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パートナーシップ構築宣言 

私たち有限会社トップトレーディングは、持続可能な取引関係を構築し、共存共栄を目指すことを

基本方針とします。そのため、以下の方針に基づき、取引先企業と公正かつ適切な取引を推進しま

す。 
 

 

1. 労務費の適切な転嫁に関する取組方針 

 

当社は、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を遵守し、取引先の利益を尊重しつ

つ、適正な価格交渉を実施します。これにより、労務費の適切な転嫁を通じて、健全な取引関係を維持

し、持続的な成長を目指します。具体的には、以下の取組を実施します。 

• 労務費増加の要因（最低賃金の上昇や人件費の増加など）を踏まえた価格交渉を行い、適正なコ

スト転嫁を図ります。 

• 取引先との対話を重視し、透明性のある価格交渉プロセスを通じて、双方が納得できる条件を追求

します。 

• 労働環境の改善や賃金向上に向けた努力を評価し、その反映を価格に適切に反映させる仕組みを

整備します。 

これらの取組を通じて、持続可能な供給体制の確保に努め、取引先と共に成長していくことを目指しま

す。 

 

 

2. 健康経営に関する取組方針 

 

当社は、従業員の健康を重要な経営資源と捉え、健康経営を積極的に推進します。従業員が心身とも

に健康で働ける環境を整備することで、生産性の向上を図り、持続可能な企業成長を目指します。具体

的には、以下の取組を実施します。 

• 定期健康診断の徹底と、診断結果に基づくフォローアップの実施 

• メンタルヘルスサポート体制の強化、ストレスチェックの実施 

• 健康に配慮した働き方の推進（サマータイム制やリモートワークの導入） 

• 健康増進のための社内イベントやプログラムの提供 

これにより、従業員の健康を維持しつつ、企業全体のパフォーマンスを向上させ、取引先との信頼関係を

強化します。 

 

 

3. グリーン化に関する取組方針 

 

当社は、環境負荷の低減を重要な経営課題と位置付け、グリーン化への取組を積極的に推進します。

環境に配慮した事業活動を通じて、持続可能な社会の実現に貢献し、取引先や地域社会と共に発展し

ていくことを目指します。具体的には、以下の取組を実施します。 
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• CO2 排出量削減に向けた省エネ・省資源の徹底 

• 環境に優しい製品・サービスの開発と提供 

• 廃棄物の削減・リサイクルの推進 

• サプライチェーン全体における環境負荷低減への協力・支援 

これにより、環境と経済の両立を図り、長期的に持続可能なビジネスモデルを構築します。 

 

 

4. サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携に関する取組方針 

 

当社は、規模や系列を超えた新たな連携を推進し、サプライチェーン全体の共存共栄を目指します。そ

のため、垣根を超えた協力体制を築き、取引先と共に成長していくことを目指します。以下の具体的取

組を実施します。 

• 規模や系列に関係なく、公正かつ透明な取引関係の構築を促進します。 

• 新規取引先や他業界との連携を積極的に推進し、イノベーションの創出を図ります。 

• サプライチェーン全体において、公正な競争と持続可能な取引環境を維持するための方針を共有し

ます。 

 

 

5. 「振興基準」の遵守に関する取組方針 

 

当社は、「振興基準」を遵守し、取引の適正化を図ることで、持続可能な取引関係を確立します。具体的

には、以下の点に留意し、取引先との公平かつ公正な取引を推進します。 

1. 価格決定方法: 取引先の利益を尊重し、双方が納得できる公正な価格決定プロセスを採用します。

原材料費や労務費の変動を適切に反映し、取引先が不利益を被らないよう努めます。 

2. 手形などの支払条件: 取引先の資金繰りに配慮し、適正な支払条件を設定します。手形支払の短

縮や現金決済への移行など、取引先の経営負担を軽減するための措置を検討します。 

3. 知的財産・ノウハウの保護: 取引先の知的財産やノウハウを尊重し、その適切な保護と利用に努め

ます。契約内容を遵守し、知的財産の不正利用を防止します。 

4. 働き方改革等に伴うしわ寄せの防止: 働き方改革に伴う取引先へのしわ寄せ（過剰な納期短縮要

求や無理な発注など）を防止し、取引先の労働環境を悪化させないよう配慮します。合理的な納期

設定や業務負担の軽減を考慮した発注を行います。 

 

令和６年８月２８日 

 

      有限会社トップトレーディング 代表取締役 森屋 紀也 
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